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小西 豊樹（こにし とよき）

中小企業診断士
大阪府中小企業診断協会、
大阪府中小企業診断士会、所属
中小機構近畿本部 中小企業アドバイザー（経営支援）
東大阪市経営相談窓口 担当

認定経営革新等支援機関 （中小企業庁）

大阪市立大学大学院 都市ビジネス修士

パナソニックで省エネ・創エネ・蓄エネ設備の事業企画・営業企画に従事。
近年、エネルギーマネジメントシステムやZEB推進部署を立ち上げ。
直近、自治体や中小企業の脱炭素支援を展開。
今後、脱炭素経営に対する自治体と中小企業の取組みを支援し、地域の活
性化に貢献してゆきます。

自己紹介

略
歴
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世界のGHG排出量 平均気温２℃上昇以内に留める。
1.5℃上昇以内に留める努力をする。

国連気候変動枠組条約（UNFCCC)パリ協定2015.12

3
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我が国の温室効果ガス削減の中期目標と長期目標の経緯 4
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2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼロを表明

21年4月22日地球温暖化対策本部 総理発言
2050年目標と整合的で、野心的な目標として、2030年度に、温室効果ガスを2013年度から
46パーセント削減することを目指します。さらに、50パーセントの高みに向けて、挑戦を続けてまいりま
す。この後、気候サミッ トにおいて、国際社会へも表明いたします。

5
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決意の脱炭素ドミノ(ゼロカーボンシティ) 2023年9月29日時点 6
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地域脱炭素ロードマップの全体像 7
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脱炭素の基盤となる重点対策 8
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地域における実施・支援体制を構築 ~ 国の水平連携 ~ 9
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企業に広がる脱炭素化 10
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企業に広がる脱炭素化 ~ESG金融~ 11
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企業に広がる脱炭素化 ~経営の視点から~

Science Based 
Targets

Task Force on Climate-Related Financial 
Disclosures

Renewable energy

12
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TCFDとは、、、 13
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TCFDとは、、、

気候変動に関する政府間パネル（IPCC)第5次報告書⇒
産業革命以降２℃気温上昇すると、
経済・社会的に壊滅的な帰結を
もたらす可能性がある。

14
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TCFDとは、、、

SBT

15
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TCFDとは、、、 16
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SBTとは、、、（Science Based Targets）

■ パリ協定が求める水準と整合した、5年〜10年先を目標年として企業が
設定する、温室効果ガ ス排出削減目標のこと。

17
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SBTとは、、、（Science Based Targets）

認証機関

そして、SBT認定制度があります。
認証されると、、、 1.5℃上昇に抑える目標を持つ企業となる。
SDGｓに取組む企業であり、事業が地球に貢献する証となる。

18
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SBTに取組むメリット 19
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SBTの要件

■ SBTの要件の一部を下表に整理

[出所]SBTi Criteria and Recommendations(https://sciencebasedtargets.org/resources/files/SBTi-criteria.pdf), SBTi Call to Action 
Guidelines(https://sciencebasedtargets.org/wp-content/uploads/2018/10/C2A-guidelines.pdf)より作成

20
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サプライチェーン排出量の算定方法 SBT
目標設定

21
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[出所]Science Based Targetsホームページ Companies Take Action(http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/)より作成。業種分類は事務局が日本標準産業分類等に当てはめ作成。

※なお、金融の業種に該当する企業は、SBT事務局において業種別の認定基準を検討中であるため、認定が行われていない。 「中小企業」の項目には、中小企業版SBTにて認定を取得した企業名を記載している。

SBT認定取得済みの日本企業 22

うち、中小企業は４３５社
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23SBT認定取得済みの日本企業
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24SBT認定取得済みの日本企業
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25SBT認定取得済みの日本企業
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26SBT認定取得済みの日本企業
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SBTとは、、、 27
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企業に広がる脱炭素化 ~経営の視点から~ ※2023年9月30日時点
28
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■ 2014年に結成した、事業を100%再エネ電力で賄うことを目標とする
企業連合

RE100とは、、、 29
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■CDPとのパートナーシップの下、The Climate Groupが運営
■日本窓口はJCLPが担当
■ We Mean Business(WMB)の取組の一つとして実施

RE100の運営機関 30
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RE100に取組むメリット

■リスク回避・コスト削減・ESG投資の呼び込み・コネクションの拡大など、
RE100には様々なメリットがある

31
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RE100の基準・要件 １/２

■RE100の要件の一部を下記に整理

[出所] RE100 Joining Criteria (https://www.there100.org/sites/re100/files/2021-08/RE100%20Joining%20Criteria%20Aug%202021_1.pdf), 日本気候リー
ダーズ・パートナーシップ FAQ (https://japan-clp.jp/membership/faq-reoh) を基に作成

32



© Panasonic Corporationç

RE100の基準・要件 ２/２

■RE100の要件の一部を下記に整理

[出所] RE100 Joining Criteria (https://www.there100.org/sites/re100/files/2021-08/RE100%20Joining%20Criteria%20Aug%202021_1.pdf), 日本気候リー
ダーズ・パートナーシップ FAQ (https://japan-clp.jp/membership/faq-reoh) を基に作成

33
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RE100の再エネ電力定義・調達手法

■ RE100の再エネ電力調達手法としては以下の8手法に分類

[出所]RE100 Technical Criteria(https://www.there100.org/sites/re100/files/2021-
04/RE100%20Technical%20Criteria%20_March%202021.pdf)より作成

34
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RE100に参加している日本企業

■参加企業は世界で376社(うち日本企業72社) 
■世界的には金融が、日本では建設業、電気機器、小売業が多い

35
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36脱炭素経営とは何か? 経営✕カーボンニュートラルである

PRから新たな成長への取組みへ
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37カーボンニュートラルに取り組むメリット

中小企業が脱炭素経営に取り組むメリット
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38経営✕カーボンニュートラル

大企業

消費者 超大企業

BtoBBtoC

中小企業

皆様の会社は、どんな感じですか？
＜雇用は？＞
・職場環境は？
・従業員のモチベーションは？
・従業員の定着率は？
・新規の採用は？

＜売上・利益の伸長は？＞
・市場の成長は？
・取引先の状況は？

＜生産性向上・コスト削減は？＞
・設備更新は？
・設備の増強は？

＜事業承継は？＞
・次世代への引き継ぎは？

カーボン
ニュートラル
で解決

経営課題

●取引先のニーズを先取り
・コストダウン
・高品質
・CO2排出量の削減

●新しい事業の柱をつくる
・新規顧客獲得
・新規雇用獲得
・従業員の成長
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今すぐ動こう、気温上昇を止めるために
（地球平均気温上昇を1.5℃に抑える）

気候変動による、大災害が続く世界の状況。
私達の子どもたちの世代に、今の地球を残して
あげたい。（事業を継続させたい）

2030年までに、
CO2排出量を５０％に削減する
＝ 地球平均気温を

1.5℃上昇に抑える

強みを活かす、気候変動のリスクをチャンスに、先行者優位を掴む ⇒ 新たな経営軸を創る

それが、脱炭素経営です。

省エネだけでは、達成不可能な場合がある

事業を再構築
ものづくりの先鋭化

中小企業が考えるべきこと

①差別化・競争力向上
②従業員の定着率向上、新規採用獲得

39経営✕カーボンニュートラル
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40脱炭素経営 ＝ 経営✕カーボンニュートラル

経営

カーボンニュートラル

・「知る、測る、減らす」の活動

・CO2排出量の削減計画策定
（2030年まで年率4.2％で減らす目標）
（SCOPE1，2，3）

・SBT認証取得

・CO2排出量を低減した
①ビジネスモデルへの再構築
②ものづくりの方法を先進化

・2030年に向けた
事業方針や長期経営計画の策定
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Scope1(事業者自らによる温室効果ガスの直接排出）

44：二酸化炭素分子量、12：炭素原子量

GJに換算
炭素（C）に換算

二酸化炭素に（CO2）に換算

42
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Scope1(事業者自らによる温室効果ガスの直接排出）

区分 伝票の単位 算定時の単位 備考

ガソリン l（リットル） kL（キロリットル） 1,000倍

軽油 l（リットル） kL（キロリットル） 1,000倍

A重油 l（リットル） kL（キロリットル） 1,000倍

LPG t（トン） t（トン） ー

都市
ガス ㎥

（リューベイ）
1,000N㎥

（ノルマルリューベ）

1,000倍
N：気温(15℃),
気圧(2kPa),低圧

供給のとき

電気 kWh
（キロワットアワー）

kWh
（キロワットアワー）

ー

まずは、請求書等の伝票記載の単位から、算定用の単位に変換しましょう。

43
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Scope1(事業者自らによる温室効果ガスの直接排出）

プロパン
ガス

「単位発熱量」
（GJに換算）

車両

44
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Scope1(事業者自らによる温室効果ガスの直接排出）

「炭素」排出係数
（tCに換算）

プロパンガス

車両

45
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Scope1(事業者自らによる温室効果ガスの直接排出）

「単位発熱量」
✕

「炭素排出係数」
✕

「44/12」

排出係数

便利

46
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Scope1(事業者自らによる温室効果ガスの直接排出）

排出量の算定（例１：燃料：A重油の使用の場合）

例）一年間使用したA重油の使用量を500(kL)と仮定し、試算すると、、、

算定式

A重油使用
量

発熱量 炭素排出係数 CO2換算 CO2排出量

500
（kL）

39.1
（GJ/kL）

0.0189
（tC/GJ）

44/12
（tCO2/tC）

1,354.815
（tCO2）

ボイラー等

✕ ✕ ✕ ＝

A重油の使用によるCO2排出量（tCO2）は1,355（tCO2）となる

排出係数

2.71tCO2/kL
✕ ＝ 1,355tCO2

通常は排出係数を
用いて計算します。

47
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Scope2
(他社から供給された電気・熱・蒸気使用に伴う間接排出）

48
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Scope2
(他社から供給された電気・熱・蒸気使用に伴う間接排出）

毎年更新されます

（R4報告分）

49
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排出量の算定（例６：電気の使用の場合）

例）一年間使用した電気の使用量を312,500(kWh)と仮定し、
関西電力の排出係数で試算すると、、、

算定式

電気
使用量

排出係数
(関西電力）

CO2

排出量

312,500
（kWh）

0.000362
（tCO2/kWh）

113.125
（tCO2）

✕ ＝

電気の使用によるCO2排出量（tCO2）は113.125（tCO2）となる

Scope2
(他社から供給された電気・熱・蒸気使用に伴う間接排出）

R2年度の実績値R3年度の実績値

50
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Scope１＋2（例のまとめ）

Scope 排出活動 区分 使用量 排出係数
CO2排出量

(tCO2)

総合
(tCO2)

Scope1

熱源
（ボイラー等）

A重油 500(kL) 2.71
(tCO2/kL)

1,355

1,355LPG 452(t) 3.00
(tCO2/t)

1,356

都市ガス
607

(1000N㎥)
2.23

(tCO2/1000N㎥)
1,353.61

車両

ガソリン 50(kL) 2.32
(tCO2/kL)

116

116

軽油 50(kL) 2.58
(tCO2/kL)

129

合計 1,471

Scope2
電気

312,500
(kWh)

0.000340
(tCO2/kWh)

関西電力
113.125 113.125

合計 113.125

総合計 1,584.125

51
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CO2チェックシート（日本商工会議所）

エクセルにエネルギー使用量を入力することで、排出量を自動計算。

52
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中小企業向けSBTの概要

■SBT事務局が中小企業の目標設定に向けて独自のガイドラインを設定
■通常のSBTとの違いは下記の通り

[出所]SBT SME Target setting 
Form(https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSfT5t3df23LPbtgQyYpNh6L8Uzmrl1L7p_pb3kL6-p67IhVg/viewform)より作
成

53

250人

1,250（外税）
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54

【必須条件】
・「Scope1」 及び「ロケーション基準手法※2でのScope2」 の
合計排出量が10,000 tCO2e 未満である

・海上輸送船を所有または管理していない
・発電設備(再生可能エネルギーの発電設備は除く)を所有または管理していない
・金融機関または石油・ガス部門に分類されていない
・通常版SBT認定を取得している企業の子会社ではない

また、上記の必須条件に加えて、下記の2つ以上を満たす必要がある。
・従業員数が250人未満
・売上高が4,000万ユーロ未満

(64億4,000万円 1ユーロ=161円換算：2023.11.9時点）
・総資産が2,000万ユーロ未満(32億2,000万円：2023.11.9時点）
・森林、土地、農業 (FLAG：Forest, Land and Agriculture) 部門に
分類されていない

中小企業向けSBT認証の２０２４年１月１日修正点
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目標年
2030年

基準年
2018〜2022年

４２％以上の削減目標を設定
削減計画を策定

中小企業版SBT認証の要件（気候変動を止めるために） 55
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SBT認定を取得した日本企業からサプライヤーへの要請１ 56
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SBT認定を取得した日本企業からサプライヤーへの要請２ 57
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Scope3(Scope1,Scope2以外の間接排出）

1社の削減がみんなの削減！

Scope
1&2

58
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経済産業省と環境省の中小企業等のCN支援施策

①知る

②測る

③減らす

・何から始めたらいいか
・どこに相談に行けばいいか
わからない

・省エネの相談がしたい

・CO2排出量を把握したい
・CO2削減計画を策定したい

・既存設備でCNに取り組みたい
・設備更新や新設増設したい
・再エネ電気を使いたい
・業態転換したい

・中小機構のCN相談窓口
・省エネお助け隊
・省エネ最適化診断
・省エネ診断

・IT導入補助金
・排出量算定ツール
・SHFT事業
・ものづくり補助金（G枠）
・省エネ補助金
・ZEB補助金
・太陽光発電導入補助金
・CN投資促進税制
・事業再構築補助金（G枠）

・生産性を高める設備導入

60
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中小機構のカーボンニュートラル・オンライン相談窓口 61
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省エネお助け隊 62



© Panasonic Corporationç

省エネ最適化診断 63
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省エネルギー診断（中小企業等に向けた省エネルギー診断拡充事業費補助金） 64
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652023年度補正予算のポイント

【環境省】

●既存建築物の外皮の高断熱化及び高効率空調機器等の導入を促進するために

設備補助を行う「業務用建築物の脱炭素化改修加速化事業」を新設。

【経済産業省】

●「省エネルギー投資促進支援事業費補助金」は300億を要求

【文部科学省】

●学校施設の脱炭素化（LED照明、高効率空調、太陽光発電等）を積極推進

「私立学校施設・設備の整備の推進」ではエコ改修、LEDの文言が明記。

●2023年度本予算に引き続き、脱炭素化を積極推進
●2024年度概算要求に含まれる事業の前倒しが多くみられる
●地方公共団体の負担を軽減するため、
補正予算債の充当率を100％、交付税措置50%とする財政措置が講じられます。
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66

補助事業名称 事業内容
補正予算額
（案）

補助対象 関連設備

地域脱炭素移行・

再エネ推進交付金

【環境省】

民間と共同して意欲的に脱炭素に取り組む地方公共団体を支援。

地域全体で脱炭素製品・技術の新たな需要創出・投資拡大を行

い、地域・くらし分野の脱炭素化を推進。

①脱炭素先行地域の選定を受けた地方自治体等への支援

②重点対策加速化事業の選定を受けた地方自治体等への支援等

135億円 地方公共団体等

太陽光発電

蓄電池

高効率空調

高効率換気等

地域脱炭素実現に向けた

再エネの最大限導入のた

めの計画づくり支援事業

【環境省】

地域の再エネ目標・脱炭素事業の検討や再エネ促進区域設定に

向けたゾーニングの実施による計画策定等を支援。
18.85億円

地方公共団体

民間事業者等

計画策定に対

する補助なの

で、設備導入

に対する補助

は無し

地域レジリエンス・脱炭素化

を同時実現する公共施設等

への自立・分散型エネルギー

設備等導入推進事業

【環境省】

公共施設への再生可能エネルギー設備等の導入を支援

①再生可能エネルギー設備、未利用エネルギー活用設備、コ

ジェネレーションシステム及びそれらの附帯設備（蓄電池、

充放電設備、自営線、熱導管等）並びに省CO2設備（高

機能換気設備）等を導入する費用の一部を補助

②再生可能エネルギー設備等の導入に係る調査・計画策定を行う

事業の費用の一部を補助

20億円

地方公共団体

民間事業者

（共同申請の場

合のみ）

太陽光発電

蓄電池

LED照明

高効率空調

充放電設備

EMS 等

補助事業一覧
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67補助事業一覧

補助事業名称 事業内容
補正予算額
（案）

補助対象 関連設備

民間企業等による再エネ

主力化・レジリエンス強化

促進事業

【環境省】

民間企業等による自家消費型・地産地消型の再エネ導入を促進。

①ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低

減促進事業

②新たな手法による再エネ導入・価格低減促進事業

③再エネ主力化に向けた需要側の運転制御設備等導入促進事業

⑥データセンターのゼロエミッション化・レジリエンス強化促進事業

82.11億円 民間事業者等

太陽光発電

蓄電池

エネマネ

空調

需要家主導型太陽光発電

及び再生可能エネルギー

電源併設型蓄電池導入

支援事業費補助金

【経済産業省】

再エネ利用を希望する需要家が、発電事業者や需要家自ら太陽

光発電設備を設置し、 FIT/FIP制度・自己託送によらず、再エネ

を長期的に利用する契約を締結する場合等の、太陽光発電設備

の導入を支援

160億円 民間事業者等 太陽光発電

業務用建築物の脱炭素化

改修加速化事業

【環境省】

既存建築物の外皮の高断熱化及び高効率空調機器等の

導入を促進するために設備補助を行う
111億円

地方公共団体

民間事業者等

高効率空調

高効率照明等
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68補助事業一覧

補助事業名称 事業内容
補正予算額
（案）

補助対象 関連設備

建築物等のZEB化・

省CO2化普及加速事業

【環境省】

業務用施設のZEB化・省CO2化の普及加速に資する高効率設備

導入等の取組を支援

(1)ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支援事業

(2)省CO2化と災害・熱中症対策を同時実現する施設改修支援事業

61.71億円
地方公共団体

民間事業者等

高効率空調

高効率換気

太陽光発電

EMS 等

省エネルギー投資

促進支援事業

【経済産業省】

工場・事業場において実施されるエネルギー消費効率の

高い設備への更新等を支援

(1)設備単位型：省エネ性能の高いユーテリティ設備、

生産設備等への更新を支援

(2)エネルギー需要最適化型：エネマネ事業者等と共同で

作成した計画に基づくEMS制御や高効率設備の導入、

運用改善を行うより効率的・効果的な省エネ取組について支援

250億円
民間事業者

地方公共団体等

高効率空調

制御機能付き

LED照明

EMS等

省エネルギー投資促進・需

要構造転換支援事業費

【経済産業省】

工場・事業場において実施されるエネルギー消費効率の

高い設備への更新等を支援
910億円 民間事業者等 EMS 等
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69補助事業一覧

補助事業名称 事業内容
補正予算額
（案）

補助対象 関連設備

中小企業等エネルギー

利用最適化推進事業費

【経済産業省】

省エネの専門家が中小企業等の工場・ビル等のエネルギー管理

状況の診断を実施し、運用改善や設備投資等を提案するため

に必要な経費を補助

21億円 中小企業等

省エネ診断に

対する補助な

ので、設備導

入に対する補

助は無し

工場・事業場における先導

的な脱炭素化取組推進

事業（SHIFT事業）

【環境省】

工場・事業場における脱炭素化のロールモデルとなる取組を支援。

（削減目標・計画の策定、設備更新、電化・燃料転換、

運用改善をパッケージで実施）

①CO2削減計画策定支援

②省CO2型設備更新支援

③企業間連携先進モデル支援

④補助事業の運営支援

40.34億円 民間事業者等
高効率空調

EMS 等

クリーンエネルギー自動車

の普及促進に向けた充電・

充てんインフラ等導入促進

補助金

【経済産業省】

①充電インフラ整備事業等

②水素充てんインフラ整備事業
400億円

民間事業者

個人等

充電設備

充放電設備

（V2H）
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70補助事業一覧

補助事業名称 事業内容
補正予算額
（案）

補助対象 関連設備

商用車の電動化促進事業

【環境省】

商用車（トラック・タクシー・バス）の電動化（BEV・PHEV・

FCV）のための車両及び充電設備の導入に対して補助を行う
409億円

民間事業者

地方公共団体等
充電設備

公立学校施設の整備

【文部科学省】

●学校施設の老朽化対策、非構造部材の耐震対策、避難所と

しての防災機能強化、空調設置、洋式化を含めたトイレ改修等

●学校施設の脱炭素化

（高断熱化、LED照明、高効率空調等） 等

1,558億円 地方公共団体
高効率照明

高効率空調等

体育・スポーツ施設の整備

【文部科学省】

快適なスポーツ環境を整備・促進させるため、空調設備の新設を

重点的に支援。
16億円 地方公共団体

高効率照明

高効率空調

太陽光発電等
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71補助事業一覧

補助事業名称 事業内容
補正予算額
（案）

補助対象 関連設備

国立大学・高専等

施設整備

【文部科学省】

・国立大学・高専等施設の耐震対策及び防災機能強化、

老朽改善、ライフライン更新

・老朽化対策と機能強化や省エネ化等の取組みの一体的

整備等による教育研究基盤となるイノベーション拠点の整備 等

603億円
国立大学

高専 等

太陽光発電

LED照明

高効率空調等

私立学校施設・設備の

整備の推進

【文部科学省】

①耐震化等の促進（45億円）

②私立学校施設環境改善整備等（54億円）

③私立大学等教育研究装置・設備（10億円）

109億円
私立大学

私立高等学校等

高効率空調

換気設備

LED照明等
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72地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

●都道府県・指定都市による公共施設太陽光設置はPPA等（リースも対象）に限定

R5補正
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73民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

●民間事業者・団体が対象
●(1)はオンサイトPPA、(2)はソーラーカーポートや営農地、ため池設置等が含まれます

R5補正
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74
民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち

(1)ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進

●オンサイトでの太陽光発電設備＋蓄電池(V2H充放電設備含む)導入に対する補助
●太陽光発電は系統に逆潮流しないものに限るとの要件、蓄電池(充放電設備含む)の導入が必須

R5補正
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75
民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち

(2)新たな手法による再エネ導入・価格低減促進事業

●➀事業：駐車場を活用した太陽光発電(ソーラーカーポート)設置に補助（カーポート本体等も補助対象）
●蓄電池目標価格要件/太陽光コスト要件がかかるので、価格設定には注意が必要

R5補正
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち

(3)再エネ主力化に向けた需要側の運転制御設備等導入促進事業

●①②：オフサイトから運転制御可能な需要家側の設備・システムへの支援、蓄電池やEV充電設備、
EMSなどが対象。太陽光発電などの再エネ設備が出力抑制されることを低減

76

R5補正
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち

(6)データセンターのゼロエミッション化・レジリエンス強化促進事業

●➀：新設データセンターの再エネ・空調設備に補助
太陽光発電設備、蓄電池、エネマネシステム、空調等が補助対象で、 照明は補助対象外

●②：既設改修促進事業 ③：移設促進事業

77

R5補正
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78需要家主導型太陽光発電及び再生可能エネルギー電源併設型蓄電池導入支援事業費補助金

●民間事業者等が太陽光発電設備及び再生可能エネルギー併設型の蓄電池を導入する事業に対して補助
●FIT/FIPの非活用、非自己託送等の付加条件があり、補助は発電事業者に対して行われます

R5補正
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ZEBとは？

Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、「ゼブ」と呼び
ます。快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼ
ロにすることを目指した建物のことです。

建物の中では人が活動しているため、エネルギー消費量を完全にゼロにすることはできません
が、省エネによって使うエネルギーをへらし、創エネによって使う分のエネルギーをつくることで、
エネルギー消費量を正味（ネット）でゼロにすることができます。

79
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ゼロエネルギー化への取組み

建物のエネルギー消費量をゼロにするには、大幅な省エネルギーと、大量の創エネルギーが
必要です。そこで、ゼロエネルギーの達成状況に応じて、3段階のZEBシリーズが定義されて
います。

ワンポイント：削減率に合わせ、補助金の補助率も変わってきます。

80
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ゼロエネルギー化への取組み

（自分の施設では）
どのくらいエネルギー
をつかっているのか？

（自分の施設では）
どのくらいエネルギー
を減らせるのか？

（自分の施設では）
どのくらいエネルギー
を創れるのか？

ワンポイント：ZEB補助金活用には、下記の取組みが重要。

ZEBを実現する場合には、
①パッシブ技術によってエネルギーの需要を減らし、②どうしても必要となる需要については
アクティブ技術によってエネルギーを無駄なく使用し、③そのエネルギーを創エネ技術によって
賄うといったステップで検討することが重要です。
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「補助金の種類」 × 「民間 or 公共」 × 「新築 or 既存改修」 × 「延面積」 ×「ZEBランク」で補助率が異なります。

ZEB向け補助金 〜補助率〜 【令和４・５年度】

※令和3年度は、環境省補助金の上限額については、上記に加えて、費用対効果に基づく上限額が別途設定されています。

民
間
団
体

レジリエンス強化型のZEB実証事業
ZEB実現に向けた先進的省エネルギー

建築物実証事業
ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）

の実証支援

所管 環境省 所管 環境省 経産省

延床面積 2,000㎡未満
2,000㎡以上
10,000㎡未満

延床面積 2,000㎡未満
2,000㎡以上
10,000㎡未満

2,000㎡以上
10,000㎡未満

10,000㎡以上

種別 新築 既築 新築 種別 新築 既築 新築 既築 新築/既築

『ZEB』 2/3
上限:ー

2/3
上限:ー

2/3
上限:ー

『ZEB』 3/5
上限:ー

2/3
上限:ー

3/5
上限:ー

2/3
上限:ー 2/3

上限:ー

Nearly ZEB 3/5
上限:ー

2/3
上限:ー

3/5
上限:ー

Nearly ZEB 1/2
上限:ー

2/3
上限:ー

1/2
上限:ー

ZEB Ready 1/2
上限:ー

2/3
上限:ー

1/2
上限:ー

ZEB Ready 補助対象外 1/3
上限:ー

ZEB Oriented ZEB Oriented

災害時に防災拠点、避難施設となる建物 左記以外の建物

※上限額は、環境省が5億円。
経産省は未公表。
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83ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支援事業の補助対象区分

延床面積

新築 既築

民間事業者 民間事業者

2,000㎡未満 〇 〇

2,000㎡以上
10,000㎡未満 〇

×
R6概算要求
経済産業省

補助事業の対象

10,000㎡以上

×
R6概算要求
経済産業省

補助事業の対象

×
R6概算要求
経済産業省

補助事業の対象

R5補正
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84業務用建築物の脱炭素化改修加速化事業

●既存建築物のZEB未満省エネ改修を支援する事業 照明・空調等が補助対象
●BPI1.0以下及び、BEI0.7未満（病院等）又は0.6未満（事務所等）への削減が条件

R5補正
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85建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業

●従来の「建築物等の脱炭素化事業」の後継事業（レジリエンス強化促進事業は無くなります。）

R5補正
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86
建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち

(1)ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支援事業

●新築の補助率は従前よりも下がります（従来：『ZEB』 3/5、Nearly ZEB 1/2、ZEB Ready 1/3等)
●新たに既存建築物のZEB達成可能性・省CO2効果についての調査を支援(補助率1/2 上限100万円)

対象区分は
次項を参照
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建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

●地方自治体、民間事業者等の新築建築物・既存建築物のZEB化に対する補助
●地方自治体、民間事業者等の既存建築物の省CO2改修事業等に対する補助等

補正予算
交付見込件数

約20件

約15件
約35件

約10件

約10件

約20件

合計119億円
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建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業のうち

①新築建築物のZEB化支援事業

●地方自治体の建築物は10,000㎡以上が対象、民間事業者の建築物は10,000㎡未満が対象

補正予算
交付見込件数
約20件
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建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業のうち

②既存建築物のZEB化支援事業

●地方自治体の建築物は2,000㎡以上が対象、民間事業者の建築物は2,000㎡未満が対象

補正予算
交付見込件数
約10件
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
●民間事業者・団体等が対象。
●（2）の事業にソーラーカーポートが含まれます

補正予算
交付見込件数

約15件

約5件

約10件
数件

約15件
約10件

合計132.6億円
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91
建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業のうち

(2)省CO2化と災害・熱中症対策を同時実現する施設改修支援事業

●運用時のみならず、建築物のライフサイクル全体を通じた脱炭素化を目指す先導的な建築物を支援
●補助要件はZEB Ready基準以上、再エネ・未評価技術の導入、LCCO2の算出・削減等多岐に亘ります
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92省エネルギー投資促進支援事業

●(1)事業は、照明(在不在制御、明るさ制御、スケジュール制御付に限定)や空調を含む

R5補正
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93省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費

●2023年度「先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金」と同じ内容の事業
※予算元の違いにより、前頁の事業(エネルギー対策特別会計)と本頁の事業(GX推進対策費)に分離

R5補正
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94【参考】 省エネ設備への更新支援（省エネ補助金）

package_r5_231110.pdf (meti.go.jp)

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r5_231110.pdf
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95【参考】 省エネ補助金の類型

●省エネルギー投資促進・需要構造転換支援補助金【2,025億円】 （Ⅰ）（Ⅱ）
●省エネルギー投資促進支援事業費補助金【300億円】 （Ⅲ）
※うちR6新規募集分は500億円、うち（Ⅲ）事業の分は250億円程度の模様

package_r5_231110.pdf (meti.go.jp)

新設

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r5_231110.pdf
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工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業（SHIFT事業）

●CO2削減計画の策定が必須・・・計画策定も補助対象
●高効率空調、LED照明、EMS等も補助対象

補正予算
交付見込件数

約40件

約80件

数件

合計76.85億円
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炭素生産性の向上（グリーン枠の活用） 97
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ものづくり補助金（グリーン枠） 98
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中小企業等事業再構築促進事業（R3年度補正予算6,123億円） 99
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事業再構築補助金(グリーン成長枠) 100
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事業再構築補助金(グリーン成長枠) 101
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち

①ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業

●自家消費型の太陽光発電設備＋蓄電池（V2H充放電設備含む）導入に対する補助
●蓄電池の導入は必須、太陽光発電の発電電力を系統に逆潮流しないものに限定

交付見込件数

約15件
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち

②新たな手法による再エネ導入・価格低減促進事業

●ソーラーカーポートの設置に対する補助（補助率1/3）※コスト要件有り
●民間事業者・団体等が対象

交付見込件数

約15件
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち

③再エネ主力化に向けた需要側の運転制御設備等導入促進事業

●スマート街路灯やソーラー街路灯の計画策定や導入に対して支援
●民間事業者・団体等が対象

交付見込件数

約10件
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需要家主導による太陽光発電導入促進事業

●民間企業等の太陽光発電設備設置に対する補助で、FIT/FIPの非活用、非自己託送等の付加条件あり
●2023年度からは、蓄電地併用型も補助対象

105
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106中小企業等エネルギー利用最適化推進事業費

●従前より省エネルギーセンターが実施する省エネ診断事業
●本診断の実施により、エネ庁省エネ補助金審査上で加点措置／自治体補助金では必須条件の場合も多数あり

R5補正
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107【参考】 省エネ診断

package_r5_231110.pdf (meti.go.jp)

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r5_231110.pdf
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108工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業（SHIFT事業）

●①CO2削減計画策定支援：補助率3/4。DXシステムを用いて運用改善を行う場合は上限が2倍の200万円
●②省CO2型設備更新支援：A/B事業は大企業が対象。C事業は中小企業限定
●③Scope3削減目標を有する企業が主導し複数サプライヤーが設備更新する取組を支援

R5補正
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109クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた充電・充てんインフラ等導入促進補助金

●クリーンエネルギー自動車、及び充電インフラ(V2H、急速充電器、普通充電器)に補助
●充電設備は地方公共団体、民間法人が対象で個人宅は対象外、V2Hは個人宅も対象

R5補正
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110商用車の電動化促進事業

●省エネ法に基づく「非化石エネルギー転換目標」を踏まえた中長期計画の作成義務化に伴い、BEVやFCVの
野心的な導入目標を作成した事業者等に対して、車両及び充電設備の導入を支援

●トラック/バス/タクシーの車両電動化及び車両と一体的に導入する充電設備に対する導入補助

R5補正
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カーボンニュートラルに向けた投資促進税制 111
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生産工程等の脱炭素化と付加価値向上を両立する
設備導入(計画の全体像) 
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生産工程等の脱炭素化と付加価値向上を両立する
設備導入(設備の効果) 
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カーボンニュートラルに向けた投資促進税制 114
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固定資産税の特例 115

<明石市の情報サイト＞
https://www.city.akashi.lg.jp/sangyou/sangyou_ka/2023sentansetubi.html
＜申請先・送付先・問い合わせ先＞
明石市役所本庁舎5階 産業政策課（078‐918‐5098）

https://www.city.akashi.lg.jp/sangyou/sangyou_ka/2023sentansetubi.html
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先端設備導入計画と認定フロー 116
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固定資産税の特例 （投資利益の要件） 117
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固定資産税の特例 （賃上げ方針の表明の要件） 118
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目 次

１．間近に迫る中小企業への脱炭素の要請

２．本当は簡単！CO2排出量の算定とSBT認証

３．中小企業が使える脱炭素の補助制度

４．中小企業の脱炭素経営の取組み事例
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120脱炭素経営に向けた計画策定の手順

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋
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121２ 測る

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋
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122３ 目標設定

中小企業版SBT認証
年率4.2％
2030年に42％削減

国：46％(2030年)
所属業界：00％(2030年)
自治体：00％(2030年)

川上企業
取引先からの要請
2030年CN達成(Apple)

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋
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123SBT目標(42%削減)達成には、省エネだけでは困難

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋

再生可能エネルギーを購入？
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124事業拡大とカーボンニュートラルを両立させる

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋

低炭素事業のウエイトアップ ⇒ Scope3のCO2排出量を削減

売上は拡大 ⇒ Scope1,2は、省エネで増加抑制

新商品展開、生産工程への再投資（経営計画に直結）
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125カーボンニュートラルの経営戦略上の意義

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋
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126新規事業機会を探索する

モノの製造・販売⇒サービス提供への転換

省エネ設備の導入、排熱回収など

リサイクル品の活用、調達先の変更など

小型化、リサイクル可能な設計など

カーボンニュートラル型製品を優先・新開発

経営×カーボンニュートラル

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋
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127競争優位を構築する

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋

生産工程への
再投資で
CO2排出量
を削減

・サゲル
・カエル
・ナオス
・ヤメル
・ヒロウ
・トメル

※ヒロウ：回収、リサイクル
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128脱炭素経営（マテリアルフローの再検討）

川上のマテリアルフローの再検討により、Scope1,2を改善。
さらに、Scope３の低減につながる。

川上
Scope３

川下
Scope３

自社
Scope１,２

経営×脱炭素

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋
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129脱炭素経営（業務分担の見直し）

新規
設備導入

経営×カーボン
ニュートラル

エネルギーフローの
全体最適化

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋
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130４ 分析

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋
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131燃料・電力別のエネルギーフローを作成

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋



© Panasonic Corporationç

132Scope別のエネルギーフローを作成

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋

Scope1,2 Scope3Scope3
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133５ 削減計画の策定

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋
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134５ 削減計画の策定（省エネ面）

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋
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135５ 削減計画の策定（生産面）

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋
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136５ 削減計画の策定（新商品展開面）

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋
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137５ 削減計画の策定（事業展開面）

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋
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138脱炭素経営の取組み事例 加藤軽金属工業株式会社

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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139社内外の競争優位を形成するためにはどうすればよいか？

■サプライヤーと顧客への交渉力を拡大させるためには、、、
■新規参入や代替品の障壁を高くするためには、、、
■汎用な製品では限界では、、、
■CO2排出量の情報開示が必要。
■材質等の差別化が必要。
■経営層主導⇒現場主導へシフト。意識改革。モチベーションアップ。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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140

●民間企業のCO2排出量算定ツールを導入し、CO2排出量を算定。
●可視化はできたものの、削減対策に繋がる示唆を出せず。
●省エネ診断によるCO2排出量の分析を実施。
●運用上の無駄と設備の劣化を対策。2.70%のCO2排出量を削減余地が判明。

CO2排出量の見える化、その先は、どうするの？

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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141

●サプライチェーン排出量の削減に着目。
●業界団体(日本アルミニウム協会等)や
地域関係者(一般財団法人省エネルギーセンター東海支部等)、
各種ベンダー・専門家等の他主体と意見交換を実施。

●意見交換により、19個の削減対策が洗い出し。
削減対策を評価し、13個を選定。

“製造ラインの仕様を踏まえ導入可能なのか”
“削減対策の実行に必要な関係者を募ることが出来るのか”
“脱炭素経営の方向性となる製品単位のCO2排出量削減に繋がるのか”

を判定。

なにを、どうやって？ 削減対策の意見交換から絞り込む

⚫電気の使用による比率が高いため、運用改善と設備の更新による削減施策を検討
⚫サプライチェーン排出量では、取引先や同業他社等の他主体も巻き込んだ協業施策を企画し、実証実験に着手

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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142絞り込んだ削減対策を、何から始めるのか？

●13個の削減対策に優先順位付け。
●削減対策の導入難易度と導入コストで比較。
●削減対策の導入コストは、事前に閾値を検討。
●脱炭素経営に投資可能金額を経営判断で決定。その金額を閾値に設定。
●脱炭素経営に向けた貯蓄を行う。設備更新等の大きな投資に備える。
●経営層と合意された予算感と計画的な貯蓄を考慮。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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143

●取組が滞っていたサプライチェーン排出量について、
アルミニウム業界の上流と下流、及び同業他社を巻き込んだ
構想を企画し、実行まで移すことに成功。

●今後も積極的に、先進的な取組を推進。

加藤軽金属工業が着手している
サプライチェーン排出量の削減対策

サプライチェーン排出量の削減対策を展開

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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144

新規参入

サプライヤー

代替品

顧客競合

交渉力 交渉力

脅威

脅威

自社

「グリーンアルミ」証明書

CO2排出量の抑制で競争優位性を構築する

徹底した省エネ・脱炭素

再エネ切り替えの支援

同業他社との共同運航便

共同リサイクルシステム構築

低炭素材料の共同購入

⚫グリーンアルミ等の取組を通した先進的な企業イメージの獲得による
優位性の構築

⚫電力使用量の削減により、光熱費を削減
⚫事業拡大とCO2排出削減を両立した新規事業の創出

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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145グリーン電力証書で「グリーンアルミ」の証明書を発行

製造工程のうち、
グリーン電力証書で賄える
製造工程（外注鋳造工程、本社工場内工程）を
通常工程に比べて、
CO2排出量を９５％削減。
「グリーンアルミ」として証明書を発行。

新事業創出で、
①ブランド力向上し、
②事業も拡大
③CO2排出量は削減。

経営✕カーボンニュートラル＝脱炭素経営

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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146脱炭素経営の取組み事例 八洲建設

八洲建設株式会社は、 2014年に取得した
ISO14001認証を皮切りに、SDGs宣言やSBT認定
取得等、これまで積極的に脱炭素経営に取り
組んできました。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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147情報収集から、事業環境分析し、あるべき姿の作り込み

⚫脱炭素社会への移行により、取引先からの脱炭素化対応の要請が強ま
り、競争が激化することを予見

⚫経営理念を踏まえ、脱炭素経営の方向性を検討
⚫モノ(建物)からコト(持続可能な社会形成)に提供価値を転換し、脱炭素
な街づくりの実現を目指した脱炭素経営方針を設定

●経営企画部に産官学連携事務局を設置し、環境省や自治体、大手ゼネコン企業、業界団体
等の公示情報から、各団体のカーボンニュートラルに向けた目標や取組等の情報を収集。

●脱炭素社会への移行に伴う事業環境変化を分析。
「顧客からの脱炭素要請の高まり」
「グリーン建材化・再生材料への転換によるサプライヤーの価格交渉力の強まり」
「地域の同業他社との脱炭素に向けた投資、ブランディング競争の激化」

●事業環境の変化をチャンスと捉え、建物を建てて終わり⇒建材の調達から建物の利用まで
含めたカーボンニュートラルを目指す。

●建設/工事現場や建物を利用するお客様の協力。
●脱炭素社会に向けた生活スタイル(コト)も合わせて提供できる建物を作る。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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CO2排出量の見える化、経理データ⇒重機稼働で精緻化

●自社のCO2排出量は、
・設計や施工計画等の開発・管理業務を行う「管理部門」
・土木や建築工事の施工を行う「現場部門」

●「管理部門」のCO2排出量は、中小企業向けSBT認定取得時(2020年)に、
営業車等に係る燃料や本社・支店の電気を対象に、使用料金等の
経理データからCO2排出量を既に算定。（SCOPE1、2)

●事業所の中で、最もCO2排出量が多い拠点が本社と判明。
●「現場部門」のCO2排出量算定を経理データ⇒重機稼働時間による算定
を実施。

＜専門工事業者に協力要請⇒作業日報の改良＞
●現場で稼働する機械の稼働時間(活動量)に、機械毎の排出原単位(係数)を乗算し算定。
●作業日報に“機械情報(使用機械、諸元)”と“稼働情報 (台数、稼働時間)”を追加する改良。
●朝礼時に業者へ必要情報を記入する用紙を配布し、終業時の作業報告で回収。
●電子化した作業日報に入力⇒自動でCO2排出量を集計する。

日報の記入方法の改善について、
専門工事業者に
算定方法を説明の様子

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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149既存建築物の本社ビルのZEB化（ゼロ・エネルギー化）

本社のZEB化イメージ

●「管理部門」は、CO2排出量が最も多い本社のZEB化を目指す。
●2023年度中にBELS認証の『ZEB』を達成させる見込み。
●ZEB化した本社をモデルルームとし、脱炭素経営の取組を外部にアピールし、
売上向上につなぐ。

ZEB：ネット・ゼロ・エネルギー・ビルディング
・太陽光発電導入や設備の省エネ化で、実質エネルギー消費量をゼロにする。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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150なにを、どうやって？ 現場目線、業者の負荷を考慮する

●「現場部門」では、建設機械で使われる「軽油」と、現場内で使われる
「電気」が主なCO2排出源。

●実際に現場に足を運び、業者の負荷も踏まえた上で、
「使用量を減らす」
「効率を改善する」
「低炭素に切り替える」の３つの観点から削減対策を検討。

●各現場監督の協力も仰ぎ、削減対策のアイディアを募る。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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脱炭素経営の推進体制を明確化

カーボンニュートラルへ向けたトランジション戦略より抜粋

https://www.yashimaltd.com/whatsnew/60
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152品質向上・ブランド力向上・人材獲得力向上

● 社内や協力業者に向けた普及活動が、意識醸成に繋がり、
施工品質の向上に繋がった。

● 脱炭素経営の取組を外部に情報発信することで、
知名度と認知度が向上。

●脱炭素経営の取組に興味・関心を抱く採用候補者の増加により、
人材獲得力も向上した。 中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋

八洲建設
カーボンニュートラルへ向けた
トランジション戦略より抜粋
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153脱炭素経営の取組み事例 株式会社おそぎ

●食器中にAL2O3（アルミナ）を30％含有させた丈夫なリサイクル高強度磁器食器の販売元。
●全国の学校給食市場で廃棄されている食器の欠けを自主回収し、原料として再利用する
リサイクル食器事業を考案し事業化。

●首都圏を中心に食器を納品し市場。
●廃PETボトルでリサイクルPET樹脂食器を事業化。
●「小売店事業（関東・中部・関西で9店舗）」に参入し、店頭でおぎそ製リサイクル
食器を紹介。消費者に食器の再生利用を勧めている。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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154食器のリサイクル事業⇒リペア事業で、さらに脱炭素化

●コロナ禍で疲弊したサプライチェーンを活性化するために、新たな脱
炭素の取組み『リペア事業』を考案。

●顧客からの「どれだけ削減できるのか」という質問に回答できず、CO2
排出量算定の必要性を痛感

●サプライチェーン排出量の算定を行い、『リペア事業』によるCO2削
減量の可視化と、自社のCO2排出量の削減対策を打ち出すことを目的に
取り組みを開始

●顧客である老舗ホテルには、長期使用によりデザインが剥がれ落ち、傷ついた食器が大量に
保管されていることが判明。

●食器の表面を削り、その上から再度絵付け。新品同様の食器に生まれ変わる。
●リペア事業では、食器の製造工程の主な排出源である「素焼き」と「本焼成」を省略する
再生ものづくり事業を産地内に興すことができる。

●現状のリサイクル食器づくり以上の排出量の削減が期待できる。
●原料サプライヤーの供給に依存しない再生ものづくり生産が実現。
●サプライチェーンに影響を与える
「顧客(買い手) からの脱炭素要請の高まり」
「サプライヤー(売り手)の価格交渉力の強まり」という変化に対応できる。

●産地には新たな絵付け加工の需要を生み出し、サプライチェーンを活性化。
●三方良しの事業であると確信。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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155リペア事業のCO2削減量の可視化、脱炭素経営を実践

●リペアした食器で削減できるCO2排出量の可視化が課題。
●「リペア処理によってどれだけのCO2が削減できるのか」という質問に
対して答えを持ち合わせておらず、ホテルの上層部への上申が思うよ
うに進まなかった。

●自社のCO2排出量の削減にも積極的に取組、一貫性を持って経営してい
くことも必要。

●自社のCO2排出量削減のための対策を打ち出す。
●リペア事業によるCO2削減量の可視化を行う。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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156CO2排出量の見える化、推計や算定対象外化も検討

●「算定・報告・公表制度における算定対象活動」を参考に、自社で使用し
ているエネルギーを洗い出し。

●「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラ
イン」を参考に、自社の活動が該当するカテゴリを明確化。

●必要なデータは、ガソリン、灯油、電気それぞれの使用量。これらは顧問
税理士に依頼することですべて取得可能。

●各月利用金額の情報しかなかったため各燃料の月額単価から使用量を推計。

●『カテゴリ1 購入した製品・サービス』で購入した食器のCO2排出量を算定
する際には、陶磁器研究機関である岐阜県セラミックス研究所が保持する
リサイクル強化磁器のLCAデータを取得し、より高精度な算定。

●『カテゴリ9 輸送、配送（下流）』では、全国の輸送先までの輸送距離と配
送量データを取得する必要。全国各地に個人から企業まで数多くの顧客がい
るため、データ取得のための時間と労力が大きくかかることが判明。

●従来のリサイクル食器と新規のリペア食器の”CO2排出量の差”を明らかにす
ることが目的であったため、両者に共通する輸送、配送の算定は不要と判断
し算定対象外とした。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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157SCOPE1,2,3別や事業別のCO2排出量を算定

●燃料の使用によるものが73.03t、電気の使用によるものが 27.21t、サプライ
チェーン排出量で575.49tのCO2を排出。

●リペア事業のCO2削減量を試算。
●リサイクル食器とリペア食器の製造から回収までの工程を1つのサイクルと
し、器を1t生産する場合のCO2排出量を工程ごとに試算、比較し、CO2削減量
を可視化。

●リペア食器の製造で行う「研磨」作業は、リサイクル食器製造には存在しな
い工程であったため、1tの食器を研磨する際の電気使用量を概算してCO2排
出量を試算。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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●従来のリサイクル食器づくりと比較したリペア食器づくりでは、
食器1tあたり約3.3tのCO2削減見込みがあることが判明。

●リペア食器の高い脱炭素貢献性を陶磁器業界に向けて示す。
●「収集できるデータで算定可能か」という視点と、
「算定方法に合致したデータが収集可能か」という視点の両方を持つことで、
余計なデータ収集に時間を費やすリスクや、算定範囲を見落とすリスクを
軽減することができる。

SCOPE1,2,3別や事業別のCO2排出量を算定

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
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159なにを、どうやって？ 現場目線、業者の負荷を考慮する

●自治体や商工会議所等が提供する省エネガイドライン等の資料を参考。
●経済産業省資源エネルギー庁が提供する「省エネお助け隊」に相談。
●「省エネお助け隊」の専門家にも意見を伺い、削減対策を洗い出し。
●自社の業務や設備に照らして実現可能かを検討。
●導入コストと導入難易度を軸に評価し、優先順位付け。
●導入難易度は実施にかかる期間と、外部関係者との検討が必要か、
という観点で評価付。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋



© Panasonic Corporationç

160中小機構のカーボンニュートラル支援

経営✕
カーボンニュートラル

●CO2排出量の算定方法？
●CO2排出量を削減したい
●補助金は？

●カーボンフットプリントは？
●脱炭素の新規事業は？
●SBT認証を取得したい
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161中小機構のカーボンニュートラル支援
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162中小機構のカーボンニュートラル支援

●CO2排出削減方法の検討
・生産面、新商品面、調達面、他

●推進体制の構築
●脱炭素経営ロードマップ策定
●社内外への脱炭素経営の浸透

経営✕カーボンニュートラル
●CO2排出量の算定〜脱炭素経営課題の抽出
●オリジナルの簡易診断シートを用いて伴走支援
●中小企業版SBT認証取得支援も対応
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163①燃料・電力の使用量を入力
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164②SBT目標を確認



© Panasonic Corporationç

165③設備・工程毎のエネルギー量を把握
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166診断結果を確認
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167脱炭素経営の課題抽出
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168削減計画を策定
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169推進体制を構築
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出典

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supp
ly_chain/gvc/intr_trends.html

https://ondankataisaku.env.go.jp/carb
on_neutral/

中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック
ー温室効果ガス削減目標を達成するためにー

https://www.env.go.jp/earth/SMEs_ha
ndbook.pdf

環境省脱炭素経営導入ハンドブック

https://www.env.go.jp/content/000114653.
pdf

ご清聴ありがとうございました。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集

https://www.env.go.jp/content/000114657.pdf

カーボンニュートラル達成に向けての手引き書 Ver.1.0
https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/data/g
uidance.pdf

八洲建設株式会社
カーボンニュートラルへ向けたトランジション戦略

https://www.yashimaltd.com/whatsnew/60

SBT等の達成に向けた GHG排出削減計画策定ガイ
ドブック（2022年度版）

https://www.env.go.jp/content/000116060.pdf

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/index.html
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/intr_trends.html
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/
https://www.env.go.jp/earth/SMEs_handbook.pdf
https://www.env.go.jp/content/000114653.pdf
https://www.env.go.jp/content/000114657.pdf
https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/data/guidance.pdf
https://www.yashimaltd.com/whatsnew/60
https://www.env.go.jp/content/000116060.pdf
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171脱炭素経営に関する各種ガイドブック
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172脱炭素経営に関する各種ガイドブック


